
















空気の呼吸なのだ」（KSA, 6, S. 276）と述べている1。ニーチェの生涯を振り返
れば、彼が大学時代に研究していたのは古典文献学であり、その輝かしい業績




10 月から 5 か月間、志願兵として普墺戦争に従軍したことを除けば、政治の問
題に深く関わった経験はない。そのようなニーチェが「貴族制」や「奴隷制」
について論じたところで、彼がどこまで政治に関心をもっていたのかは疑わし













                                                                
1  本稿で使用したニーチェ全集の略記号は次のとおりである。KSA: Friedrich Nietzsche: Sämtliche 
Werke. Kritische Studienausgabe, 15 Bde., hrsg. von Giorgio Colli u. Mazzino Montinari. München: dtv, 
1980, Neuausg., 1999. ニーチェの著作の参照指示は、各版の略記号、巻数、頁数の順で示す。なお
遺稿の場合は断章番号も付す。また引用文中の［ ］内は引用者による補足である。 
66 ANGELUS NOVUS vol.41 






























                                                                
2  圓増治之「いま民主主義が問題なのか？――ニーチェの｢生の光学｣のもとで」『倫理学研究』第 32
巻、2002 年、3～12 頁。 
3  圓増による訳。ただし引用者が一部省略した。 
4  同上、4 頁。 
5  同上、11～12 頁。 
ニーチェの「民主主義」批判 
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6  圓増による訳。ただし引用者が一部訳語を改めた。 



































                                                                










































































                                                                
8  KSA, 5, S. 119. 






























































































































うな念の名残があるというのだ。『人間的、あまりに人間的』第 1 巻、第 442
番では、「服従は消滅するにちがいない。なぜならその基礎が、無条件の権威や






















































































































































































































のうちに数え入れること。（KSA, 5, S. 227.） 
 
民主制というのは、形式的には、それぞれが自分の自由な意見を述べる権利
を保障していても、実質的には、だれもが不特定多数の意見に同調するメンタ
リティを醸成することになってはいないだろうか。しかしニーチェによれば、
自己に確信を持てない者たちがいくら集まろうとも、国家を制御できるほどの
権威を持つことはできない。彼が「民主制」を批判していたのは、この政治体
制が王や貴族など少数者の意見を絶対視しないことから始まっていて、自分ひ
とりの意見を確信して述べるよりも先に、まわりの多くの意見を謙虚に聞くよ
うに促してしまうからだと考えられる。そこでニーチェは、多数派の意見に迎
合する国民のメンタリティは、政治の世界において国家を制御するよりも、経
済の世界において環境に適応するほうに向いているとみなしたのではないか。
すなわち、ニーチェが国民はいつの時代にか企業によって国家の役割を果たせ
る方策を模索すると考えたのは、実現可能性ではなく、国民のメンタリティと
いう観点から導き出した結論であったと言うことができる。 
